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題番号：23530472）」による補助を受けている。記して謝を申し上げる次第である。また，本論説については，
紙幅の関係で（前）と（後）に分離している。
－24－
松　田　陽　一１00
Ⅰ. は じ め に
１. 課題
　本論説の課題は，経営学の組織行動（organizational behavior）論のトピックスである組織変革
（organizational change︶１における「阻害」現象に関する既存の議論を対象として，その概観内容を提
示することである。
　阻害は，英語訳ではhindrance（妨害，邪魔）であるが，社会学や社会心理学では後述するように，人
の心理的様相の変化という視点から「抵抗」として resistance あるいは reactance を使用することが多
い（reactance は，電気抵抗の表現として一般的である）。また，社会心理学では「抑制，制止，禁止」
として inhibition の英語訳を使用することもある２。
　なお，実務書においては阻害という表現よりも組織現象へのイメージ喚起の容易さから抵抗という
表現を使用することが多い。
　ここで，本論説における組織変革の定義は，「組織が，組織の中の人々の意識や行動の（意図的・計
画的な介入等による）変革を考慮し，組織成果の向上を目的に行う施策活動を通じて観察される組織
現象」（占部，1981；奥村，1999；金井，2004；松田，2011）である。組織変革に関する定義は多様（松
田，2011）にあるが，本論説では上述のように限定している。よって，経済学あるいは経営学におい
て，組織変革として取り扱われている企業成長・多角化・組織デザインはこの定義の対象とはしてい
ない。
　組織変革は，研究者をはじめ実務家にとっても，関心の高いものがある。しかし，理論開発は，十
分とはいえず，どちらかといえば，実践的な手法の提示や社会心理学を基礎とした臨床的（clinical）で，
応用的なモデルの提示の多いことが特徴的である。具体的に，研究においては，一般理論の構築や応
用に重きをおいた中範囲理論（middle range theory; Merton, 1968）の構築よりもむしろ，それへの解決・
処理・対応といった実践的でテクニカルな側面，あるいはコンサルティング的な側面にどちらかとい
えば，意が注がれてきた歴史がある（松田，2011）。これは，組織現象として，その開始から終了まで
の測定に時間がかかることや変化という質的な面を測定可能にする測定次元の開発がそれほど進んで
こなかったことによる。よって，従来は，質的な研究方法に基づく帰納（induction）的な研究，あるい
は臨床的な手法に基づく事例研究が多く，組織現象としての測定とその操作に関する一般理論の開発
はそれほど進んでいないことが特徴的であり，課題である（奥村，1978）。
　上述のような特徴を含みながら，従来，我々は，企業が行う多様な施策（活動）を調査対象にして，
組織変革のプロセス（メカニズム（mechanism）の解明，操作性の向上）および人の意識・行動の変革の
様相を追跡してきた（松田，2011）。そこで，浮かび上ってきたのが，組織変革のプロセス上で発生する，
あるいは生起する「阻害」という組織現象である。社会心理学的には，「抵抗」で扱われることが多いが，
両者には，あるものごと（あるいは人の心理）が一定方向に進行する際に，ブレーキがかかる（あるいは，
かける，かけられる）という現象が発生するということにおいては，共通している。現実的に，阻害とは，
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企業が組織変革を意図し，推進するに際して，従業員が企業の実施する施策に抵抗を示し，組織変革
が円滑に進まないという組織現象である。
　これからすれば，必然的であるが，組織変革を円滑に推進するには，組織が直面する阻害の除去に
ついて考慮する必要があると考えられる（松田，2011）。一般的に，組織変革が進行していくと，その
プロセスにおいて阻害が発生することは容易に予想できることである。よって，その阻害の要因その
もの，およびその発生（生起）するメカニズムについて明らかにし，さらに，それをうまく除去すれば，
それ以前より組織変革を円滑に推進できることが予想されるのである。
　上述に基づくと，マネジメント実践上の課題は，組織変革プロセスにおける阻害に関する要因，そ
の（発生あるいは生起）メカニズムの把握，およびその除去（手法）を確立することになる。
　また，あくまで理論的な議論ではあろうが，阻害要因とは別に，組織変革の推進要因の探索も重要
になってくる。さらに，従来の議論においては，阻害に関する要因やメカニズムに関する議論はなさ
れているが，推進に関する要因については，それほど議論はなされていない。我々の渉猟調査におい
ても，マネジメントの現場では，単純に阻害要因の対極要因や施策の新規設置・修正の実施が推進
要因であるという指摘が多く，独立的な要因の特定にはまだ至っていないように考えられる（松田，
2011）。確かに，阻害要因の対極にある要因が推進要因であると指摘することは可能であろうが，こ
れは，ある要因についての社会学的な正機能・順機能の議論になる。よって，ここまでで提示できる
のは，あくまで阻害要因とは独立的な推進要因の存在（阻害要因との独立性関連），および阻害要因と
の相互関連性を含めて，その議論はまだ少ないのが現状である，ということである。
　その一方で，そもそも論として，この組織変革における阻害については，意外とそれほど知見がな
い，というのが既存研究を概観した結果である。例えば，組織変革の従来の議論においても，また，
ある程度の少人数ユニットを対象としているグループ・ダイナミックス（group dynamics）においても，
組織変革の推進中に直面する阻害に関する知見はそれほど多くはないことが指摘されている（古川，
1990）。
　企業は，組織成果の向上を図るために，あるいは組織目標を達成するために，多様な施策（活動）を
行うのであるが，その際に，既存の仕事のやり方や考え方では充分に実践できず，現状では達成でき
ないという観点から，人の意識や行動の変革を意図するのである。換言すれば，施策の効果を向上さ
せるためには，人の意識や行動の意図・計画的な変革をも考慮しなければならない現実があるという
ことである。
　従来，経営学において，人の意識や行動の変革を経常的なマネジメントで考慮してきたのは，長期
的な観点からは，組織開発（organization development. cf. Burke, 1982）の分野であり，そこでは，主に
教育や研修等を通じて，個人の能力開発や向上が成果の向上につながると考えられ，同時に，個人の
意識や行動の変革が意図されたのである。賛否はあるが，同様に，1970年代後半から盛んに議論され
てきた組織文化（organizational culture. cf. Schneider ed., 1990）論の変革分野で論じられてきたことにも
それと大きな差異はない。
　組織は人の意識や行動を変革するためだけにプログラムを設計し，施策を行うのではない。また，
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施策を行うのに人の意識や行動の変革を考慮はするが，あくまでそれは，付随的なことであって，人
の意識や行動の変革だけを行い，次に，計画した施策を行うのではない。施策が先か，人の意識や行
動の変革が先か，といえば，施策が先なのである。
　以上，多様に議論はあるが，組織変革における阻害について，本論説で対象とするテーマは，①要
因（何が阻害するのか），②メカニズム（なぜ，およびどのようにして発生するのか），および③除去（ど
のようにすれば除去できるのか）である。これらについて，本論説では，二村編（2004）の指摘するマ
クロ組織論的な議論とミクロ組織論的な議論，社会心理学的な議論，およびコンサルタント的な議論
（マネジメント実践的な議論）から整理した概観内容を紹介する。
　マクロ組織論的な議論とは，組織構造（structure）論，適応（adaptation）論，制度（institution）論，学習
（learning）論，行為（action）論，システム（system）論，エコロジー論（ecology. cf. 奥村，1985）で論じら
れてきた直接的に人の意識や行動に訴えかけるわけではないが，それらに強く影響を与える要因・メ
カニズム・除去に関する議論である。
　ミクロ組織論的な議論とは，社会学や社会心理学等を応用した直接的に人の意識や行動に訴えかけ，
それらに強く影響を与える要因・メカニズム・除去に関する議論である。
　社会心理学的な議論とは，ミクロ組織論のアイディア源泉となり，そして実験や臨床的知見から純
粋に人の意識や行動に訴えかけ，それらに強く影響を与える要因・メカニズム・除去に関する議論で
ある。上述のミクロ組織論に理論的な基礎を提供するものであり，アイディアの源泉でもある。
　最後に，コンサルタント的な議論とは，上述したように組織変革の応用側面であるマネジメント実
践上の方法論等から人の意識や行動に訴えかけ，それらに強く影響を与える要因・メカニズム・除去
に関する議論である。
　以上が，本稿着手の問題関心でもあり，これらを明らかにし，マネジメント実践上の応用性と操作
性を向上させれば，上述したように組織変革を少なくとも従来に比較してより円滑に推進させること
が可能になると想定している。
２. 対象と方法
　本論説の対象は，組織行動論で扱われている（あるいは扱ってきた）組織現象としての組織変革にお
ける阻害である。これについて，主に，社会学，社会心理学，経営学における既存の議論を中心に概
観（渉猟）した内容を提示する。
３. 構成
　本論説では，組織変革の阻害における要因，メカニズム，除去について提示する。具体的には，こ
の３つのテーマにおいて，①マクロ組織論的な議論，②ミクロ組織論的な議論，③社会心理学的な議論，
および④コンサルタント的な議論を整理し，提示する。最後に，要約，考察，および展望を提示する。
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Ⅱ. 要　　因
　以下では，組織変革の阻害要因について提示する３。マネジメント実践的には，①阻害要因と組織
変革の失敗要因には差異があるのか（論者によるが両者が混在している），②阻害要因と促進要因との
関連（裏表）に関しての検討が必要である。
１. マクロ組織論的な議論
　組織内に諸制度を構築・修正することや組織構造を変動させることが，人の意識や行動パターンに
影響を与えるという視点からすれば，それらを組織変革の阻害を生起する要因として考えることは可
能である（松田，2011）。現実的には，諸制度や組織構造の変動に対して，逆機能的な現象という様相
で露出し，それが阻害に相当するということである。しかし，これらは，やや抽象的すぎ，具体性に
欠ける面がある。同様な指摘を，学習，（経営）資源，環境（適応），技術についてもすることができる。
以下では，上述の議論以外で，主な議論を提示する。
⑴加護野（1988）の議論
　加護野（1988）は，阻害要因について，組織変革をパラダイム（paradigm）変革の視点（新たなパラダ
イムを作り出す，あるいは変革するむずかしさ）からとらえ，それが生起される要因として，①企業
の成功にともなう規模の拡大そのものが，旧来のパラダイムの有効性を失わせること（例えば，リー
ダーシップの危機，自律性の危機，コントロールの危機，管理組織の形式化の危機），②新たな事業
分野への進出にともなって，既存の事業分野で培われたパラダイムの有効性が失われてしまうこと，
③事業環境の構造的変化によってこれまでのパラダイムの有効性が失われてしまうこと，④強力なパ
ラダイムの出現によって，これまでのパラダイムの有効性が失われることを提示している（190頁）。
　これらは，どちらかと言えば，阻害が生起される際の前提条件ともいえる。なお，この議論は定義
にもよるが，組織文化（の変革）論に近似したものがある。
⑵高橋（2010）の議論
　高橋（2010）は，阻害要因について，Barnard（1938）の協衝行為の議論から，①伝達（コミュニケー
ション）の不足（邦訳第５・７章）を提示している。また，Simon（1957）の経営管理という議論から，②
意思決定時における情報の流れ（コミュニケーション）の不完全さ（邦訳第１・８章）を提示している。
また，稲垣（2002）による Lawrence and Lorsch（1967）への批判の議論から，③客観的な認識の差異，
および Weick（1995）の集主観性（generic subjectivity：ルーティンを相互に結びつける）と間主観性
（intersubjectivity：解釈を互いに強化する）の議論から，通常，両者は継続的コミュニケーションとい
う手段によって結びつけられているのであるが，ときに生じるほころびによって阻害が発生すること
（邦訳225頁）４を提示している（６⊖33頁）。
２. ミクロ組織論的な議論
　後述する社会心理学と類似した議論が多いが，人の意識や行動を対象とした具体的な要因の議論が
ある。
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⑴Burke（1982）の議論
　Burke（1982）は，阻害要因について，損失の可能性を提示している。彼は，Marris（1974）の議論から，
人が示す抵抗の程度は変革に対する理解度の差異であり，また，人は変化そのものに抵抗を示すので
はなく，損失の可能性に示すことを提示している。具体的には，既知のものや試行済みのものの損失
については膨大な心理学エネルギーを使い，多くの努力を払ってその新しい状況を把握し，さらに新
しい仕事・生活様式が軌道にのるまでフラストレーションに耐え，かつこれらに対応していくことを
要求されるという理由から苦痛を感じることを提示している（pp. 51⊖53，邦訳75⊖77頁）５。
⑵Tushman and O’Reilly（1997）の議論
　Tushman and O’reilly（1997）は，事例分析から，阻害要因（組織変革の失敗の原因）について，保守主
義，リーダーの肩書，差し迫った問題解決ではないこと，誇り高い古くからの堅固な伝統，新しいも
のへの脅威を提示している（pp. ９⊖12，邦訳９⊖12頁）。
⑶Nadler（1998）の議論
　Nadler（1998）は，阻害要因について，組織変革のタイプ６と組織文化によって程度は異なるが，不
安定，不確実性，およびストレス，パワ （ー組織内の政治的な力関係による緊張状態）と統制（経営者
層が信頼を失い統制できない状態）７を提示している。そして，彼は，抵抗の強さは身に迫った組織
変革の範囲や規模と直接の相関関係があり，「調整」や「適応」タイプに対応する抵抗は比較的弱く，
主として組織内でその変革の直接の影響を受ける部分だけが抵抗すると提示としている。「再方向づ
け」や「再建」タイプになると，抵抗の範囲も広がり，その程度も強くなる。そして，抵抗は共通し
て見られるので，それを克服する方法を学びとることがあらゆるレベルでの変革のマネジメントには
欠かせない要素であることを提示している（p. 84，邦訳104頁）。
⑷宮入（2007）の議論
　宮入（2007）は，組織風土の変革議論を基にした探索的因子分析から，阻害要因について次を提示し
ている。具体的には，①経営・会社に対する信頼感，②上司に対する信頼感，③自己の変革行動，④
活性的な職場の雰囲気，⑤変革を阻止する上司のマネジメントスタイル，⑥本質重視の価値観，⑦組
織ビジョンの納得性，⑧旧態依然とした仕事の仕方に対する評価，である。これを a）経営層や経営
方針に対する信頼度に関するもの（①⑦），b）上司のマネジメントに対する信頼度に関するもの（②⑤），
c）職場の活性度に関するもの（④），d）自己の自律度に関するもの（③⑥⑧）に整理している（３­13頁）。
⑸その他の議論
　十川（1998）は，組織学習の（促進）議論から，阻害要因について，トップ・マネジメントのビジョン
創造と共有化を提示し，その鍵になるのがミドル・マネジメントの新しい役割（360度コミュニケーショ
ン，エンパワーメント等）であることを提示している（23­37頁）。
　松尾（1998）は，認知プロセスの議論から，Schlesinger, et al.（1992）を援用して，阻害要因について，
①組織内の政治・権力闘争，②変革に関する理解不足・経営陣への信頼の欠如，③組織の置かれてい
る状況認識の違い，④変革に対する恐れを提示している（56⊖69頁）。
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３. 社会心理学的な議論
　社会心理学では，心理療法を基にした，主に（個人，あるいは被治療者が示す）抵抗の議論が多い。
⑴Coch and French（1948）の議論
　Coch and French（1948）は，組織変革の阻害を心理学の抵抗行動（言動）と捉え，阻害要因について，
①個人の欲求不満という反応，および②所属集団が引き起こす強い力を仮定している。そして３つの
集団に分けた心理学実験からは，抵抗要因＝生産性を下げる主な要因（力と表現）として，①仕事のむ
ずかしさ，②緊張回避から生じる力，③生産を一定の水準に抑えようとする集団標準から生じる力を
提示している（pp. 512⊖532，邦訳383⊖407頁・400頁）。
　以下の議論は，阻害要因を抵抗と捉えた議論である。
⑵東他編（1978）の議論
　東他編（1978）は，阻害要因について，抵抗としての自我不安，抑圧その他の防衛を提示し，具体的
な現象として，沈黙や表面的意図的なおしゃべり，ごまかし，を提示している。また，①抵抗は無意
識の意識化という目標にとっては邪魔であること，②他方，患者が今までの日常生活でも働かせてい
た自我の防衛が現れること，③抵抗には，性格抵抗の他に，超自我抵抗（口にするにはあまりに背徳
的である）と自我抵抗（何の意味もないか）のあることを提示している（389頁）。
⑶中島他（1999）の議論
　中島他（1999）は，阻害要因について，心理療法の抵抗における（感情）転移の分析と捉え，その具体
的な態度・言葉・行為として，①治療の手続きや進行に反対しようとすること，②指示に従わない，
③何も話すことはないと言う，④議論をしようとする，⑤治療者を喜ばせるような話ばかりをする，
⑥眠る，を提示している。よって，これから発展すれば，聞いたふりをする，分かった様なふりをす
るという行動も抵抗的な行為であることを提示している（604頁）。
⑷小此木編（2002）の議論
　小此木編（2002）は，阻害要因について，防衛と抵抗を同義であると主張するフロイト（Freud, S）の
議論から，意識化に対する自我の防衛的な努力を提示し，現実の治療として，抵抗を意識させること
の重要性，を提示している。なお，無意識の抵抗，あるいは抵抗の逆機能に着目する必要があり，抵
抗に気づかせる，あるいは意識させることで除去できることも提示している（349­350頁）。
⑸小林編（2004）の議論
　小林編（2004）は，阻害要因の現象的側面について，抵抗の具体的な議論から，①変化させようとす
る力に対して，変化させまいとする力，②電流（流体）の通過を拒もうとする性質，③権力・道徳・社会・
文化に従うまいとはむかうこと，④人間の尊厳を守る戦い，⑤夢解釈や連想を介して患者の無意識に
到達しようとするのを妨げる言動・態度を提示している。そして，フロイトの議論（患者の自我抵抗）
を援用して，遭遇する，克服せねばならない抵抗として次の５種類をあげている。最初に，自我に属
する抵抗は次の３種類である。具体的には，①抑圧抵抗：上述の⑤，②転移抵抗：抑圧抵抗から分離
したもの，抑圧を目の前に再現させる働きをする，③その他の抵抗：疾病利得から出る満足や安心を
放棄することに対する反抗である。次に，無意識の抵抗と呼ぶべきは次の２種類である。具体的には，
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④エスの抵抗：反復強迫の契機となる抵抗，⑤超自我の抵抗：罪の意識・処罰の要求に基づいてすべ
ての効力にはむかい，分析治療にも逆らう抵抗である。これによれば，無意識の抵抗で本人に悪気な
し，抵抗の自覚なしでも抵抗と扱うことになることを提示している（473­475頁）。
⑹氏原他編（2004）の議論
　氏原他編（2004）は，阻害要因について，抵抗に関する Lanplanche and Pontalis（1976）の議論から，「無
意識への到達を妨げるような被分析者自身のすべての言動」を提示している。そしてその分類として，
フロイトの分類，①抑圧抵抗，②転移抵抗，③疾病利得抵抗，④エス（id. ego：超自我）に由来する反
復強迫性の抵抗，⑤上位自我抵抗を提示している。さらに，Sandler and Davidson（1973）の議論から，
５つの抵抗として，⑥不適切な解釈など，分析者の不適切な技法等から生じる抵抗，⑦分析治療によっ
てもたらされる患者の変化が，患者の周囲の重要な人物との関係に困難をきたすかもしれないという
事実に由来する抵抗，⑧治療のために分析者を失うことになるという不安と，分析の方法や治療関係
から得られる隠された満足のために，分析にとどまり続けたいとする願望に由来する抵抗，⑨分析作
業により，患者の恥の感情が触発され，自尊心の脅威となるために生じる抵抗，⑩過去の防衛過程の
結果として形成される患者の固定した性格特性に由来する抵抗，を提示している。そして，抵抗はク
ライエント（client：患者）の有効な情報源であり，有効に探究することで有用な治療法につながるこ
とを提示している（221⊖223頁）。
⑺上野（2012）の議論
　上野（2012）は，阻害現象・要因について，説得の議論から，①説得が功を奏さず，説得されても相
手がまったく動じない，あるいは②説得方向とは逆方向に態度を変えたりする２つの現象を提示して
いる。また，今城（1986）の議論から，それらの傾向から考慮すれば，上述①は，凍結効果または無変
化を貫くという意味で静的な抵抗，同様に②は，ブーメラン効果あるいは説得方向とは逆方向に変化
するという意味で動的な抵抗，であることを提示している。よって，このように説得の働きかけに対
して態度が変化しない現象や，説得方向と逆方向に態度変化が生じる現象を説得への抵抗と呼ぶこと
を提示している。
　同じく上野（2012）は，説得への抵抗の生ずる心理過程において，Knowles and Linn（2004）の議論から，
その要因について，①リアクタンス（reactance：自由への脅威に対して生じる自由回復のための動機
づけである。抵抗の感情的側面と動機づけ的側面が強調される），②不信・疑惑（distrust：感情的反応
と認知的反応の両者が抵抗を生む），③吟味（scrutiny：認知的反応や思考（反論）の役割を重視したも
の），④慣性（inertia：抵抗するというよりもむしろ一定のバランスや状態を保ち続けようとする態度
の性質に関係する。態度の一貫性や持続的性質に基づく抵抗の側面を強調したもの），という４つを
提示し，これらの中で，説得への抵抗をもたらす心理過程に深くかかわるのは，①②③であることを
提示している。
　なお，説得への抵抗を扱った理論やモデルとして，社会的判断理論（Sherif and Hovland, 1961），認
知的均衡理論（Festinger, 1957），接種理論（McGuire, 1964），心理的リアクタンス理論（Brehm, 1966; 
Brehm and Brehm, 1981）があり，さらに，説得の受容と抵抗の両者の過程を統合的に説明しようとす
る精緻化見込みモデル（Petty and Cacioppo, 1986）があると指摘している（149⊖150頁）８。
－31－
組織変革における阻害に関する既存研究の概観（前） １07
⑻その他の議論
　海保・楠見監修（2006）は，阻害要因について，抵抗の議論から，自我防衛機制（のあり方）を提示し
ている（524⊖525頁）。
４. コンサルタント的な議論
　調査や実践的な対応経験を基にしたかなり具体的な議論が多い。ただし，それらについては，やや
感覚的，情緒的な議論も多く，人の言動，組織の内的要因や外的要因に関連するものが多いことが特
徴的である。
⑴Kotter（1996・2010）の議論
　Kotter（1996）は，阻害要因（組織変革の失敗の原因と言動）について，①従業員の現状満足を容認す
ること，②変革推進のための連帯を築くことを怠ること，③ビジョンの重要性を過少評価すること，
④従業員にビジョンを周知徹底しないこと，⑤新しいビジョンに立ちはだかる障害の発生を許してし
まうこと，⑥短期的な成果をあげることを怠ること，⑦早急に勝利を宣言すること，⑧変革を企業文
化に定着させることを怠ることを提示している。また，組織変革の推進に重要なエンパワーメントを
阻害する下位（構成）要因として，①公式の組織構造，②ボスの阻害行動，③人事・情報システム，④
人材の能力不足を提示している（pp. ４⊖16，邦訳16⊖37頁）。
　また，Kotter（2010）では，100を超える事例分析から Kotter（1996）を発展させ，具体的な８つの要因
として，①「変革は緊急課題である」ことが全社に徹底されないこと，②変革推進チームのリーダー
シップが不十分であること，③ビジョンが見えないこと，④社内コミュニケーションが絶対的に不足
していること，⑤ビジョンの障害を放置すること，⑥計画的な短期的成果の欠陥があること，⑦早す
ぎる勝利宣言をすること，⑧（再び）変革推進チームのリーダーシップが不十分であることを提示して
いる（chap. 2，邦訳第２章）。
⑵Boyett and Boyett（1998）の議論
　Boyett and Boyett（1998）は，阻害要因について，組織変革における最も厄介で面倒な部分であると
いう議論から，O’Toole（1996）を援用して，その理由を提示している。それは，①否定的な結果をイ
メージする，②仕事が増えるのではないかという不安，③習慣からの脱却，④コミュニケーション
の欠如，⑤組織全体にわたる調整の失敗，⑥社員の反乱である（邦訳54頁，同頁の図表2．2参照）。そして，
職場で登場する従業員の抵抗を示す33の具体的な言動を提示している。それは，①ホメオスタシス
（homeostasis．恒常性），②前例主義，③惰性，④満足，⑤機会の未成熟，⑥不安，⑦自分にとっての
利害，⑧自信の欠如，⑨フューチャ ・ーショック，⑩無益，⑪知識不足，⑫人間の本性，⑬冷笑的態度，
⑭つむじ曲り，⑮１人の天才vs大勢の凡人，⑯エゴ，⑰短期思考，⑱近視眼的思考，⑲夢遊病，⑳ス
ノー・ブラインドネス，㉑共同幻想，㉒極端な判断，㉓例外幻想，㉔イデオロギー，㉕制度の固さ，
㉖“Natura non facitsaltume”という格言，㉗権力者に対する独善的忠誠心，㉘変革に支持基盤のないこ
と，㉙決定論，㉚科学者きどり，㉛習慣，㉜慣習第一主義，㉝無思慮である（pp. 49­56，邦訳52­59頁）。
⑶Senge, et al.（1999）の議論
　Senge, et al.（1999）は，阻害要因について，変化に対する平衡的な制限の議論から具体的な10の課題
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（現実的な現象・言動）として，①時間がない，②孤立無援，③意味がない，④言行不一致，⑤恐れと
不安，⑥評価と測定，⑦改革者と部外者，⑧ガバナンス（統治），⑨普及と浸透，および⑩戦略と目的
を提示している（pp. chap. Ⅲ­Ⅻ，邦訳36⊖401頁）。
⑷その他の議論
　Markham（1999）は，阻害について，組織変革に対する抵抗は無意識なプロセスであるが，抵抗のな
いことは必ずしも組織の健全性を示しているわけではなく，すべての抵抗は，安全でより保守的な方
向に向かうことを提示している。そして，具体的な要因として，①孤立（分離）：協同すれば，実際は
（変革）伝道普及業務に関する新しいビジョンを表現できるようになる，②投影（推定），③分割，④や
るか，やらないのか，⑤拒絶（拒否），⑥がんこさ，⑦抑圧を提示している（chap. 2, pp. 23⊖49.）。
　Connor, et al.（2003）は，阻害要因について，３つの障壁を指摘している。具体的には，①正しい評価（認
識）に対する障壁（変革に対する正しい情報や理解の不足。削減法については，p. 156の table₇.₃ を参
照），②承諾に対する障壁（保証への窮乏・自己信頼への脅威・組織的権力失墜への心配から生じる変
革が受け入れられない状態。削減法については，p. 160の table7.4 を参照），③変革への行動や実践に
対する障壁（人々に新しい要求水準に適応できるために必要な育成や技術が保証されないこと，資源
不足が変革努力や再評価を止めること。削減法については，p. 163の table7.5 を参照）を提示している
（pp. 151⊖164）。
Ⅲ. メカニズム
　以下では，阻害が発生する，あるいは生起するメカニズムについて提示する９。マネジメント実践
的には，①阻害がいつの段階でどのように発生，あるいは生起するのか，②阻害をどのようにして認
知するのか，③阻害が発生する，あるいは生起する理由・原因は何かについての検討が必要である。
１. マクロ組織論的な議論
　物理学メタファ （ーmetaphor）による組織慣性力，統合的コンティンジェンシー・モデルを基にした
議論がある。
⑴加護野（1988）の議論
　加護野（1988）は，阻害のメカニズムについて，組織慣性力の議論から次のように説明している。最
初に，組織認識論において「組織の変動を検討する際の議論は環境適応であった。つまり，客観的に
存在する環境の変化に対応して，組織の内部の変化が起こるという議論であった。しかし，現実の変
動過程を眺めてみると客観的な環境が厳然として存在するという議論が，必ずしも適切でないことが
明らかになり始めた。組織変革の難しさや複雑さを理解するためには組織内部の人々が環境をいかに
見ているかを知らなければならない。環境の見方が違えば，組織変動の必要性の認識や組織変動の方
向も異なる。また，組織内部での「ものの見方」の違いは，ときには組織の変動を促し，またある時
には組織の変化を妨げる。組織変動は人々の認識と深く関わっているのである（まえがき１­２頁）」，よっ
て「安定と変化は組織の必須の側面である。両者の共存こそが組織的な協働の特徴である（93頁）」こ
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とを提示している。
　そして，パラダイムと組織の動学の議論から，組織の慣性として，「…環境あるいは条件が変化し
たにもかかわらず企業の行動が変わらず，不適応を起こすという現象である。これは，組織の慣性と
呼ばれ，明らかに物理学のメタファーを使った説明である。組織の動きは急には変わらないというの
がその説明の原理である（132頁）」であることを提示し，「パラダイムの頑強性を物語る例は枚挙にい
とまがない（133頁）」ことを提示している。具体的には，「なぜ日常の理論の発展は，パラダイムとい
う目に見えない枠組みにとらわれるのだろうか。なぜ組織における認識進歩はパラダイムに拘束され
るのか。そのメカニズムを明らかにすることによってパラダイムの頑強性と組織の慣性の原因が理解
できるはずである（135頁）」そして，抵抗（パラダイムの頑強性の源泉）として「パラダイムの持つ有用
性そのものが，パラダイムの頑強性の源泉になると考える。３つの源泉を示す。具体的に，①情報の
フィルター，②共約不可能性，③パラダイムの発展性である」ことを提示している10。
　また，慣性の源泉＝抵抗の説明＝既存パラダイムへの固執として，「なぜ組織内の人々は妥当性を
失ったパラダイムに固執するのだろうか。パラダイムは，人々をしばりつける拘束力をもっている。
その拘束力は，パラダイムの機能に必然的にともなう宿命とも言うべきものである（192頁）」とし，具
体的な変数という表現で，「①意味の固定化，②内面化，③代替パラダイムの必要性，④共約不可能性，
⑤集団圧力，⑥政治的プロセス（192⊖195頁）」11を提示している。
　そして「以上の阻害要因は変数である。パラダイム転換の困難さは企業によって違うのである。上
述の議論をもとにすれば，①過去の成功が大きければ大きいほど，②成功期間が長ければ長いほど，
③企業が同質であればあるほど（同質性が高ければ高いほど），④企業の政治的権力が分散していれば
いるほど，企業のパラダイム転換は難しいといえる（195頁）」ことを提示している。なお，加護野（1988）
は，組織慣性力に言及しているものとして，Child（1977），Miles and Snow（1978），Hedberg（1981）を
提示している（237頁）。
⑵奥村（1978）の議論
　奥村（1978）は，野中他（1978）と協同で，構造－機能主義パラダイムと緊張処理パラダイムの統合を
意図した統合的コンティンジェンシー・モデルによる組織変革の説明を提示している。そして，この
操作化（測定と実践応用）として情報プロセシングパラダイムと資源依存パラダイムの結合を意図して
いる。その中で，組織は，環境－コンテクスト－構造・過程・個人－成果という一連の流れにおいて，
環境やコンテクストの変化が成果の減少という緊張をもたらし，よって構造・過程・個人に影響を及
ぼし，不適合関係を生じさせるので，組織は自ら構造などを再構築することを提示している。さらに，
阻害のメカニズムについて，組織変革の源泉である環境・規模の成長・技術・人（制度を含む）が情報
（不足，偏在）と資源（速さ，水準，質・量）というレベルから不適合を起こすために阻害が発生するこ
とを提示している。
　なお，この議論は，Campbell（1965）が提示している自然淘汰モデルが環境決定的（受動的，静的）で
あるという批判に基づき，どちらかといえば Weick（1969）が提示するエコロジーモデル（自らが環境
に働きかける境界連結活動として能動的，動的）に類似している（414⊖420頁）。
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⑶その他の議論
　松田（2011）は，これ以外に，組織構造の緊張処理・逆機能論，制度疲労，組織文化論の議論を提示
している（第２・４・６章）。
２. ミクロ組織論的な議論
　損失と強制への抵抗，認知プロセスにおける帰属理論・組織スキーマ・組織内コンフリクト，組織
開発論の抵抗発生を基にした議論がある。
⑴Burke（1982）の議論
　Burke（1982）は，阻害のメカニズムについて，損失から次のことを提示している。具体的には，「人
はどのような変化にでも抵抗するのではない。変化が好意的・意欲的に受け入れられると抵抗は少な
い。変化に対する人間の抵抗の程度は，その変化の種類，およびそれがどの程度人々に理解されてい
るかによって異なる。また，人が抵抗を示すのは変化そのものではなく，それによって受ける損失ま
たは損失の可能性にある。具体的には次のとおりである。
①既知あるいは試行済みの損失
　既知のものから未知のものへ，明確なものから不明確なものへ，および安定したパターンから不安
定なパターンへ移行する際，それらへ対応するために人にはストレスが生じる。しかし，人は変化に
対応するために必要とされる努力をする価値が十分にあると予測・期待することが可能な場合には，
喜んで変化に対応する。
②個人的な選択の損失
　人は単純に抵抗するわけではない。変化を強制されることに対して抵抗するのである。人は，自ら
がある程度，自由に行動できると信じている場合，その自由が脅かされたり，減少したりすると感じ
る場合には，心理的な抵抗を感じるのである。逆に，人はその変化を決定するに際して，自らにまか
されていると感じることができる選択の余地があればあるほど変化への抵抗は少なくなる（pp. 53⊖54，
邦訳75⊖76頁）」ことを提示している。
　また，Burke（1982）は，「強制への抵抗」という議論から次のことを提示している。具体的には，「変
革することの利点も大きく，変化の転換に必要とされる努力をする価値があると十分に期待がもて
て，はじめて人々は喜んで変化に対応するようになるのである。②個人的な損失。人間はただ単純に，
当然のこととして変化に抵抗するわけではない。これは，人間行動の普遍的事実ともいえることであ
るが，変化を強制されることに人間は抵抗するのである。Vroom（1964）の研究・調査と心理的リアク
タンス（誘導抵抗・感応抵抗）に関する理論は，この人間現象を説明するのに役立つ。人間は自由を奪
われるという危機感を感じるとき，これをとりもどそうという即時的な反応に出ると考えられる。…
Vroomの理論は，人間が自分たちに特定の方法で行動する自由があると信じている場合，その自由が
脅かされたり，減少したりすると，心理的リアクタンス（つまり抵抗する）を経験するとしている。し
たがって，組織変革を導入して成功させる度合は，人々がその変革の決定を実施する際に，自分たち
にまかされていると感じている選択の余地の度合と直接比例するものなのである。…人間が直接自分
に影響する意思決定の場に多くインヴォルブすればするほど，それだけその決定の実施に対するコ
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ミットメントも高くなる（Lewin, 1947）（pp. 54⊖55，邦訳76⊖77頁）」ことを提示している。
⑵松尾（1998）の議論
　松尾（1998）は，阻害の発生について，認知プロセスの議論を基にしたSchlesinger, et al.（1992）の議
論から，組織変革への抵抗要因として，①組織内の政治・権力闘争，②変革に関する理解不足・経営
陣への信頼の欠如，③組織の置かれている状況認識の違い，④変革に対する恐れを提示している。そ
して，これらの要因は，組織変革による利害の変化，その成功確率，その必要性・正当性の推測に結
びつくために抵抗の原因になっていることを提示している。
　また，その根底に原因の解釈があり，それを帰属理論（attribution theory）に基づいて説明している12。
具体的には，「①変革の原因をどのような要因に帰属するかが，変革の意味解釈に影響を与え，その
結果が変革への協力（抵抗）行動を左右すると考えられる。そして，②組織変革の原因帰属と組織変革
の行動との関係をモデレート（moderate）するのが組織スキーマ（schema：組織内の一般化された他者
に関する枠組み的知識であり，組織内で生じる事象を解釈し，意味を付与するプロセスを導く）である。
つまり，組織スキーマの差異によって，組織変革の推進に差異が生じてくるということである。これ
は，例えば，組織内コンフリクト（conﬂict）の原因帰属が必ずしも一致していないこと等に見出される。
よって，原因帰属という認知的過程を考慮することには意義がある。また，組織成員が変革をどのよ
うに解釈し，どのような形で関わるのかという解釈が重要になってくる。場合によっては，組織外に
原因帰属を求めるよりも組織成員の自己決定感や変革への成功期待感を高める必要もある。さらに抵
抗を抑制する意味でも，組織成員に変革に巻き込む形で積極的に関与させ，彼・彼女らとコミュニケー
ションを欠かさないことが重要である（56⊖69頁）」ことを提示している。
⑶その他の議論
　Maurer（2006）は，阻害のメカニズムについて，組織開発論的な議論から組織変革への抵抗を説明し，
抵抗の発生には３段階あるとしている。具体的には，①情報不足のため生じる不一致，②変化に対す
る感情的な反応，③信用不足と不信感である（Chap. 7,  pp. 121⊖138）。
　Cameron and Quinn（2006）は，阻害のメカニズムについて，組織文化変革の議論から，組織変革に
抵抗はつきものであり，これは人々が慣れてきた基礎的な価値観や生活方法の変化を迫られるからで
あることを提示している（p. 99）。
　Alvesson and Sveningsson（2008）は，阻害のメカニズム（抵抗が発生する要因・理由）について，①仕
事に関する本質的な変更，②経済的保証の減少や仕事損失，③精神的な脅威，④社会的秩序の混乱（新
しい仕事環境になること），⑤仕事関係の再定義による地位の低下を提示している（pp. 31­32）。
３. 社会心理学的な議論
　推進力と抑制力および欲求不満，影響と均衡，変革力と抵抗力，学習，変化の管理，集団・個人変
動，不一致・不調和を基にした議論がある。
⑴Coch and French（1948）の議論
　Coch and French（1948）は，阻害のメカニズムについて，それを説明するための諸仮説を提示してい
る。具体的には，「仮説１：生産水準を達成するよう作業員に働きかける力がある。この推進力の強さは，
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その人が目標に近づくにつれて増大する。他方，種々の抑制力が人々の目標達成を妨害したり，阻止
したりするように作用する。この抑制力は，とくに，作業員の技術水準に比べて仕事が困難であるこ
とから生じる。仮説２：生産水準の増進を妨げる抑制力は生産水準が高いほど強くなる。これら２つ
の反する力は，欲求不満を生み出すものと考えられる。このような葛藤状態では，欲求不満の強さは
これら２つの力の強さによって決まる。仮説３：欲求不満の強さは，これら２つの相反する力のうち
の弱い方の力の関数である。ただし，その際，弱い方の力の強さは欲求不満を生み出すのに必要な最
小限度を超えていなければならない。仮説４：欲求不満がもたらす結果の１つは場からの逃避である。
工場における欲求不満現象を分析すると，労働移動（転退職）や欠勤怠業となって現れる（pp. 512­532．
邦訳387⊖407頁）」ことを提示している。結果的には，抵抗を労働移動率で測定し，影響因子は配置替え
（要求スキルの差異，新職場での学習行動の要請）にともなう欲求不満であるとしているが，生産量の
高い人々には，配置替えはそれほど影響はなく，移動率に大きな差異はないことを提示している。
⑵Newcomb（1950）の議論
　Newcomb（1950）は，阻害のメカニズムについて，影響と均衡という議論から次のように説明して
いる。具体的には，「一定の態度は，積極（支持）的な影響を増すか，否定（反対）的影響を減ずるかの
いずれかによって，賛成の態度に変えることができるといってさしつかえない。否定的影響がかなり
強ければ，それに対抗する積極的な影響を増して，均衡の変化をはかるよりも，おそらく，その否定
的影響を弱めるほうが，いっそう効果的であろう。その１つの理由は，他の事情が等しければ，支
持的影響の強さが大きいほど，そこに喚起される可能性のある防御性の量は大となる，ということ
である。このようにして，反対する力を強め，支持する力を一定にしておくよりも，むしろ反対す
る力を一定にし，支持する力を減じる場合のほうが，防御性は少ないようである。…自我包含（ego-
involvement）は宙に浮かんでいるものではなく，つねに自分と準拠集団（reference group）との関係を予
想している。そこで，支持的影響を弱めるためには，自己と準拠集団の知覚された関係を変化させる
ことがつねに必要である。それには多くの方法があるが，一つに集団的決定（group decision）がある（pp. 
254­255，邦訳253­254頁）」ことを提示している。
　また，Lewin の食習慣を変える予備実験，およびCoch and French の実験から次のことを提示してい
る。具体的には，「態度変化への抵抗の源泉として，２つ以上のもの（次の①②③の中から）を想定し
なければならない。①新しい作業条件（仕事の難易度，賃金，作業仲間）が以前より不満であるとい
うことである。ただし，これは対照集団（control group）にも実験集団にも同じであったろう。しかし，
抵抗の他の２つの源泉は，おそらく集団的決定という条件の下に，いっそう効果的に弱めることがで
きるであろう。②経営者に「追いまわされる」ことを一般にいやがることである。この普遍的な源泉は，
工員のグループが自分で決定することを求められるという事実によって，弱められた。③贓物に対す
る態度の変化である。例えば，集団規範（group norms）についてはある種の想定があり，対照集団の人々
は，一般的に変化に対する自身の抵抗は，そのグループの仲間の支持を受けているという感じをもっ
ているのである。しかし，実験集団では，各人は，他の人たちが新しい方法を提唱して，これを試み
ようとしているのを，他から見ることができているのである。実験集団において弱められた，この２
つの抵抗的影響は，このようにして準拠集団と関係がある。…この２つの方法で，集団的決定は変化
－37－
組織変革における阻害に関する既存研究の概観（前） １１３
の提唱に対する抵抗を除去し，この提唱に対する態度をいっそう好意的に転じさせるものである。…
集団的決定の効果とは，主として，それが自我防御性（ego-dfensiveness）を弱めることができるという
事実にある（pp. 257⊖258，邦訳256⊖257頁）」ことを提示している。
⑶Lippitt, et al.（1958）の議論
　Lippitt, et al.（1958）は，阻害のメカニズムについて，Lewin のグループ・ダイナミックス（group 
dynamics）の知見を基にした変革力（change force）と抵抗力（resistance force）という議論から，次のよう
に説明している。ここでの要点は，変革力（＝変革の推進力）と抵抗力は，お互いに反対の立場になる
可能性を含んでいることである。具体的には，「変革計画が進んでいくにつれて，変革力の内容が少
しずつ変化していく。変革計画の初期の段階が完了すると，変革計画の最終目標が達成されるまで作
用しつづける力が新たにくわわる。こういう中途で加わる変革力にはいくつかの種別がある。①一度
始めた仕事は最後までやりとげようという要求がある。… Lewin は，個人や集団は，一連の活動を
開始することに，ある点までは抵抗を示すだろう。しかし，一度この臨界点を越え，システムが変革
の過程でなんらかの得るところがあったりすると，ドラマチックな展開が起こる。かつては変革に反
対していた力が支持にまわり，全エネルギーは変革過程を完了させ，最終的な利益を獲得する方向に
向けられる。②クライエント・システム（client system）は，変革過程をあまりにも早急に進めること
を許されてはならないということである（中途半端，理解が不十分な状態はさける）。…チェンジ・エー
ジェント（change agent）は未熟な解決法の機先を制し，クライエント・システムを長い期間にわたって，
不確実さの排除，探求，変革に耐えるよう援助するという責任を負っていかなければならないだろう。
…③クライエント・システムとチェンジ・エージェントとの関係から生まれるもの（相互の期待）であ
る（pp. 74⊖76，邦訳81⊖84頁）」13ことを提示している。
⑷Benne, et al.（1964）の議論
　Benne, et al.（1964）は，阻害のメカニズムについて，ラボラトリ（laboratory）法における学習の議論
から，次のように説明している。具体的には，「過去の学習は，他者から起こされる変化の誘発に対
する抵抗としてもはたらく。…認知の歪みや影響への抵抗の重視は，ラボラトリ法による学習過程に
も組み込まれており，そこでは自己に対する理解が学習の目標となり，かつ社会的実在に対処するの
に不可欠な先行過程となっている。ここで重要な点は，トレーナーが学習者をはげますことで，彼・
彼女らが抵抗とは，自己を特色づける要求や感情，ならびに価値を理解できるようになる（pp. 26­27，
邦訳36­37頁）」ことを提示している。
⑸Schein（1980）の議論
　Schein（1980）は，阻害のメカニズムについて，次のように説明している。具体的には，「変化への
必要性の認識不足と変化への根強い抵抗から，変換または生産システムに必要な変化を起こさせるこ
とでの失敗が生じる。企画担当者や最高経営層は，変化の必要性を伝え命令しさえすれば，望んでい
るとおりになると単純に考えやすい。だが，現実には変化への抵抗は普遍的な組織的現象である。そ
の変化が生産増であれ，新しい技術への順応であれ，また新しい作業方法であれ，それらが強制され
るとその影響を直接受ける労働者や管理者は変化に抵抗したりサボタージュをしたりするであろう。
変化への抵抗が生まれる主要な理由は，いかなる組織の生産部門もそれ自体がシステムであり，仕事
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の仕方，安定した対人関係，それ自身の対処と存続のための共通の規範，価値観，技術を生み出して
いるという点にある。換言すれば，１つの組織の中の下位システムは全組織と同様な対処の原理に
従って動いている。その下位システムが変化するには，その下位システムが経営政策の変化を感じと
り，その情報を自らの中に輸入し，自分の変化を管理し，それを定着させ，経営者の望んでいる結果
を輸出し，変化がうまくいっているかどうかのフィードバックを得なければならない。こうした観点
からすると，変化を望むライン・マネジャーは，自分の役目は命令することよりもむしろ対処を助け
ることだと考えた方がよい。変化させる最良の方法の１つは，直接影響を受けるシステムを意思決定
過程に参加させることだとするいくつかの証拠もある。変化をどう管理するかを決める過程への参加
度が高いほど，変化への抵抗が少なく，かつ変化は定着しやすい（Lewin, 1952; Coch and French, 1948; 
Bennis, Benne and Chin, 1969）（pp. 236­238，邦訳260­263頁）」ことを提示している（同様な Lewin の記述は，古
谷他訳（1969）にあり。第４・５・７章は Lewin・model の詳説である）。
⑹古川（1990）の議論
　古川（1990）は，阻害のメカニズムについて，集団変動の阻害発生の説明と個人（集団成員）に関する
説明から次のように提示している。具体的には，「集団変動に対する心理的抵抗。…集団は，ひとた
び構造を作り出すとそれを必死に維持しようとし，変化や変革を忌避する傾性を本来的にもっている
とみておかなくてはならない。…集団は，種々の規範（集団内でいかなる価値観や行動が適切である
かの黙示）の集合体とみることができる。成員は，そういう規範を手がかりにして集団目標の達成に
とって機能的な行動，道具性を持った行動，あるいは他の成員から好意的に受け入れられる行動が，
どういうものかを判断する。したがって，新しい態度や行動が適切であるか否かの評価は，それらが，
既存の規範が黙示し，受容してきた行動と，どのくらい整合性をもっているかによって決まることに
なる。このために集団成員は，再構造化が図られてしばらくの間，旧来から存続している集団規範や
ソフト構造の拘束を受け，新しい規範の樹立と受容に抵抗を示しやすい。これは，既存の手段規範に
背を向けたら，たちどころに他の成員から手ひどい制裁を受けるのではないかとの懸念をもつからで
ある。よって，とりわけ集団の再構造化が，①外部からの指示や命令を契機としてなされるときほど，
また，②各成員によって自分たちが築き上げた規範，構造が強制的にこわされるにもかかわらず，そ
れによって得るものはほとんどなく，なにもかも失うものばかりであると感じられるときほど，より
顕著になる（146­147頁）」ことを提示している。また，古川（2003）では，阻害発生のメカニズム（人が
変化を嫌がる理由）について，①モデルがないから，②自己否定を伴うから，③コストを払ってきた
から，という議論を提示している（141­143頁）。
⑺その他の議論
　Harigopal（2006）は，阻害のメカニズムについて，抵抗の議論から説明している。最初に，その発生
の理由は，人は要求と従前行動・考え方等の不一致が大きい場合，外的事実を無視したり，自己の
“mental map”を修正したりしてその不調和を減じる傾向があることを提示している。そして，その
具体的な要因として，①個人損失（仕事保証，給与や所得，誇りと満足，仕事の質，友情や結びつき，
仕事のやり方に対する自由度），②保守的な態度，③参加の欠如，④個人非難，⑤地位や権威の損失，
⑥そぐわないタイミング，⑦頑固さ，⑧骨の折れる権威（経営トップ）を提示している。その一方で，
－39－
組織変革における阻害に関する既存研究の概観（前） １１5
逆に人は，自己に利益になると思えば変化を受け入れる（例えば，保証，金銭，地位，権威，満足，
変革過程貢献でき，決定できる機会）ことも提示している（pp. 272­282）。
４. コンサルタント的な議論
　損失あるいは損害を基にした議論がある。
⑴Nadler, et al.（1998）の議論
　Nadler, et al.（1998）は，阻害のメカニズムについて，「損失」あるいは「損害」という議論から次の
ように述べている。具体的には，「変革に抵抗したがるのは人間の本性であり，例外はない。強制さ
れた変革は，個人にとっては自分の自治性と自立性を損なうものと受け取られる。加えて，人々はつ
ねに現状との戦いのパターンをつくりだす。変革とは，自分たちの環境を管理する新しい－おそらく
成功の可能性も薄い－方法を見つけなければならないことなのである。したがって，変革による直接
あるいはいまだ見えてはいない何らかの影響のために，自身が損害をこうむる（地位や権限，賃金の
低下）と，多くの人々は受け取るのである。また，人々は自分の経験からも変革に抵抗する。自分た
ちが得た最上の情報と積み重ねてきた経験をもとにすると，望ましいとされる未来の方向は間違いで
あり，現状もしくは別の方向のほうが良いと信じるからである。あるいは，変革そのものや変革によ
る思わぬ結果により，組織は何か貴重なものを失うのではないかと思う場合もある。イデオロギー的
な理由から変革に抵抗する場合もある。変革が，組織のよってたつ重要な原理，または信念を侵害す
るのではないかと思うからである（pp. 47­65，邦訳58­81頁）」ことを提示している。
　また，変革期に注目すべき反応のパターン（抵抗の露出プロセス）として，変革と論理性との戦い→
責任の所在を探す→「井戸端会議」が増えて，生産性に支障をきたす→派閥が形成される→非公式の
リーダーが出現する→政策決定者と見なされた者がテストされる→個人が新たな権力構造と目される
ものに与みするようになる→絶対的な安全策として，人々は諸々の関係者に訴えるようになる（pp. 47­
65，邦訳58­81頁），を提示している。
　ただし，当初，心理的抵抗というのは認識不足によるものであり，討議や学習，情報の提供の機会
をつくることでかなり克服できるが，大多数の人々が納得してからも執拗に抵抗を続ける者もいる（p. 
50，邦訳62頁）ことも提示している。
⑵Kotter（2010）
　Kotter（2010）は，阻害発生の理由について，①偏狭な利己主義（具体的には，駆け引きと政治的行
動という形となって表れる），②誤解と不信感（人が得るものより失なうものが多いと思うとき），③
現状認識のずれ（主導者やマネジャーと異なるとき）変革に対する受容性が低い（求められる新しいス
キルや行動を身につけられないかもしれないという恐れ）を提示している（chap3., 邦訳第３章）。
⑶その他の議論
　Tafﬁnder（1998）は，阻害のメカニズム（阻害の発生理由）について，「人々は，危機に直面すると固まっ
てしまい，通常の行動パターンに固執する。これは，自身の経験・感覚上から違和感のないもの，ピ
タリとくるものとして刷り込まれているからである。また，何もできることはないという学習性無力
感の行動傾向を伴うこともある（pp. 247⊖248，邦訳287⊖288頁）」ことを提示している。
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　Hayes（2002）は，阻害のメカニズムについて，Kotter and Schlensinger（1979）に基づいて，①自己利
益に固執すること（田舎根性）②誤解と信用不足③異なる評価④低い忍耐力（不足）を提示している（pp. 
130⊖131）。
　Connor, et al.（2003）は，阻害のメカニズム（抵抗の発生理由）について，労働条件の変更による優越
性の低下（例：自由から不自由なやり方，高賃金から賃金削減，多くの受益の低下）を提示している（pp. 
151⊖153）。
注
１　組織変革の英語訳には，organizational change（cf. Tushman and O’Reilly, 1997; Markham, 1999; Connor, et al., 2003; Randal, 
2004; Robbins, 2005;）とorganization change （cf. Burke, 2002･2008）がある。表現としては，前者が多い。また，change で
はなく，transformation（cf. Nadler, et al., 1995; Taffinder, 1998），あるいは transformation と change との混在（kotter, 1996）
もある。transformation は，主に変形，変態，変容，変質の意味で使用されることが多い。生物学では形質転換や変態，
理学では変換，転移，化学では成分置換で使用されることが多い。これらは，意図的，計画的というよりも自然的，偶
然的な生起・発生を包含している。少数であるが，reframe を使用されることもあるが，これは，枠組み，骨組み，構
造等を再構成，あるいは再構築するという意味で使用されており，意図・計画的に行うという点では本論説の定義と同
義であるが，人の意識や行動という側面を対象としていない点において異なる。
２　阻害の英語訳には，hindrance や inhibition（化学用語で，一般に諸反応が他の要因によって妨げられることを示し，酵
素反応では，それが諸種の無機塩類，有機物の存在によって妨げられることをいう。拮抗的阻害と非拮抗的阻害（長倉
他編，1998，770頁）がある）以外にも，類似的な意味を包含するものとして，prevention（妨害，防止），check（妨害，阻止），
impediment（妨害，障害），constraint（束縛，抑制）がある。
３　松田（2011）は，自身の諸調査から判明している主な阻害要因を提示している。具体的には，①組織変革やその定着に
関する施策が未構築であること，②施策の実施プログラム設計が充分に考慮されていないこと，③保守・消極的な態度
や社内・職場の雰囲気（組織風土）があること，④社内普及・認知が不足し，経営上層部や一部の人だけが動いているこ
と，⑤リーダーが不在，あるいは彼・彼女のリーダーシップが不充分であること，⑥別のもっと重要な要件が企業内で
発生したこと，という項目のスコアが多くの調査で共通的に高いことを提示している。
４　この議論について，遠田（2002a・b・c）は，集主観性を「常識」，間主観性を「互解」と訳すのが適切であることを提
示している。
５　また，Burke（2002）は，組織変革の抵抗の種類について，①ともかく抵抗（盲目的抵抗），②政治的抵抗，③イデオロギー
的抵抗，という３つを提示している（pp. 92­97）。
６　Nadler, et al.（1995）は，連続性（漸進的か不連続的か）と時間的スケール（予測的か即応的か）の２次元の組み合わせか
ら，組織変革の類型として，調整（Tuning），適応（adaptation），再方向づけ（reorientation），再建（recreation）の４つのタ
イプを提示している（pp. 21­29，邦訳25­35頁）。
７　Nadler（1998）は，どのような組織にでも政治的なシステムがあり，グループや派閥や連合があり，それぞれが独自の
価値観と信念を抱いているが，それが変動することを提示している。具体的には，パワーの分布が地殻変動的に変わり，
大きな変革の初期段階には，非公式的な組織構造の変化に触発され，非生産的な政治活動が著しくなる。よって，政治
的な活動が最も激しくなるのは，差し迫った変革が中核の価値観を直撃するときであり，同様に，組織が統制の確立し
たパターンを大きく変えようとするときにも，政治的な抵抗がしばしば見られることを提示している（pp. 87­88，邦訳
108­119頁）。そして，新しい状態へものごとが動き始めたとき，組織はすでに現状を解体しているので，現状は公式
の構造が消えるよりかなり以前に，従業員の頭のなかでは互解している。また，人びとは大規模な変革が近いのではな
いかと疑いはじめた瞬間から頼りにしていたことがすべてなくなると思いはじめる。その時点で，経営者層は統制を失
うことになることを提示している（pp. 90­92，邦訳112­113頁）。
８　上野（2012）は，説得への抵抗に焦点を当てているのは接種理論と心理的リアクタンス理論であり，これらの議論から
①説得への抵抗の規定要因，②説得への抵抗の媒介過程（心理過程）や説明理論，③抵抗力を高める方法などについて，
ある程度の知見が蓄積されたことを提示している。また，上野（1990）は，この結果，①説得への抵抗にかかる独特の要
因や心理過程が明らかになってきていること，②説得への抵抗に関する研究は，抵抗現象それ自体の理解にとどまらず，
説得の受容と抵抗を含めた「説得の過程」全体の理解を深めるためには不可欠な議題であること，③両者を有機的に関
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連づけることによってはじめて説得過程の理解が深化すると考えられること，④説得に関する新たな洞察や新しい影響
法略，説得の新しい側面を見出すことも可能になること（Knowles and Linn, 2004），さらに，⑤説得者（送り手）の論理と
いう観点からすれば，説得への抵抗の研究はいかにして受け手側の抵抗を軽減し，説得効果を高めるかという説得の受
容の問題に関して有益な知見を提供することを提示している（151⊖152頁）。
　　なお，接種理論（McGuire, 1964）は，説得に対する抵抗力を高めたり，説得攻撃への積極的な防衛法を身につけたり
することに焦点を当てている。そして，生物学的な免疫機能と予防接種の考え方をヒントにして，いかにすれば説得攻
撃への「免疫」を高められるのかに焦点を当てて，自分の信念を防衛しようとする動機づけを強調するところに特色が
ある。また，心理的リアクタンス理論（Brehm, 1966; Brehm and Brehm, 1981）は，説得への抵抗をリアクタンスという自
由回復をめざす動機づけの観点から説明するところに特徴がある。押し付けがましい説得は反発や抵抗を招くが，それ
は受け手にリアクタンスが喚起されたことによるものと考えるのである。つまり，リアクタンスが説得への抵抗をもた
らす主要な要因であると考えられているのである（152⊖154頁）。
９　松田（2011）では，上述以外にメカニズムについて以下を提示している。
　　阻害の発生時期について，Zand and Sorensen（1975）は，Lewin（1947）モデル上の「解凍」から「移行」段階へ移行す
る過程，あるいは「移行」段階を指摘している。つまり，組織変革の初期段階，あるいはそれが進行中の段階である。
彼らは，組織変革の成否にとっては「解凍」段階が非常に重要であり，ここで充分に準備ができていれば，組織変革は
円滑に推進できると指摘している。よって，組織変革の全体の成功，およびとくに再凍結化の成功は，「解凍」段階と「移
行」段階の成功に依存することを提示している。
　　また，発生メカニズムについて，Lewin（1947）の議論から，いかなる組織変革プロセスにも①既に存在し，しかも
個人のパーソナリティや個人間の社会的関係と既によく一体化している何らかの要素を破棄することが含まれており，
よって②本人に変わろうというモティベーションがなければいかなる変化も起きず，それを惹起させることが最大の阻
害要因になり，③大半の人の変化には，意識・行動・自我像の変化が含まれているためにこれらを変革させることは，
本人にとって本質的な苦痛であり，脅威でもあることを提示している。
10　加護野（1988）は，この３つについて，以下のように詳述している。「①情報のフィルター：パラダイムの頑強性は，
与件の変化を示唆する情報が無視されてしまうことからもたらされる。…市場は多様なしかも不確実な情報を発信して
いる。なかには矛盾した情報も含まれている。新たな状況において，矛盾した情報のなかから有意味な情報を選択する
基準となるのは基本的なメタファーとしてのパラダイムである。パラダイムは情報のフィルターとしての機能をはたし
ているのである。これがあるから企業は情報マヒにならずにすむのである。経営者はパラダイムに合わせて都合のよい
情報を選択的に取り入れる行動をすることがある（136⊖142頁，および192⊖193頁。136⊖142頁に1973・79年オイルショッ
クの日米自動車メーカーの対応事例がある）。②共約不可能性：（パラダイムの頑強性は）科学者の世界では，データと
論理をもとに，古いパラダイムが通用しなくなったということをその信奉者に説得することは難しい。パラダイムを超
えた対話は難しいのである。この性質はパラダイム間の共約不可能性（佐伯編，1985）という。共約不可能性は，同一現
象を首尾一貫して説明する複数の理論体系が存在しうること，異なった基本メタファーを信奉する人々の間では，何れ
がより妥当かに決着をつけるようなデータを生み出す実験が難しいことからくる特性である。例えば，燃焼における酸
化説と燃素説の併存時代がある（142頁）。そして，パラダイムは本来不確定な信念である日常の理論を正当化するとい
う機能をもはたしている。しかし，その機能は，他方では既存のパラダイムに対する盲目的な確信を作りだすことがあ
る（143頁。143⊖145頁にフォード（Ford, H）の事例がある）。③パラダイムの発展性：パラダイムの頑強性は，パラダイ
ムのもつ発展性それ自体から生み出される。パラダイムの有効性が失うのは，パラダイムが日常の理論の発展を阻害す
るからではない。…問題は，それによって得られた解決策の有効性が，代替パラダイムのもとで得られた解決策より劣
ることである。しかし，有効性が劣ったとしても，それが少なくとも一時的には，問題の解決をもたらすのである。換
言すると，パラダイムは問題解決の能力をもち続けるが故に，問題をもたらし，問題を大きくしてしまうのである。パ
ラダイムの発展性そのものが，発展性を阻害するのである（145頁。145⊖148頁にフォード（Ford, H）の事例がある）」。そ
して，最後に，「①パラダイム創造は，行為→情報→意味のサイクルの反復からなる連続的なプロセスである。②パラ
ダイム創造の過程では，通常は固定化しがちなサイクルが流動化する。③パラダイム創造は非線形的な試行錯誤的過程
であり，そこで行われる能動的な行為がサイクルの開放化に貢献する。④理論の新しい連結は，通常の連結では解消で
きない問題に直面したときにおこる。⑤新しい連結が連続して起こるには，きっかけとなる連結が存在し，それが他の
連結を促進する。このような連結をleverage（てこ）・ポイントという。⑥新しい連結の過程は不安定であり，その状態
を乗り切るには，高度の心理的エネルギーが必要である。究極的に企業家に必要な知識とは，市場についての実体的な
知識ではなく，知識を得るにはどこを探せばよいかについての知識である（185頁）」ことを提示している。
11　加護野（1988）は，この３つについて，以下のように詳述している。具体的には，「（1）意味の固定化。パラダイムは意
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味→行為→情報→意味のサイクルを固定させる傾向がある。また，パラダイムは情報のフィルターとしての機能を果た
している。具体的には，①情報を取り入れるプロセスでのフィルター，および②これらの情報を連結・分離し，意味を
引き出すプロセスでのフィルターである。これらが，組織内の情報過多による意思決定麻痺への陥を回避し，意思疎通
の円滑化を可能にする。
　（2）内面化。パラダイム転換が困難な理由は，パラダイムが人々の内部に深く内面化されているからである。パラダイ
ムは概念化できる知識（形式知）だけでなく，概念化できない知識（暗黙知）によって支えられている。人々は，自身の思
考前提を疑う余地のないものと考えており，その信念は日常の経験を通じて得られる暗黙知によって支えられている。
このような信念を変えるためには，単に概念知（形式知）を変えたのでは十分ではない。人々の深層にある暗黙知に働き
かけることが必要なのである。概念知だけであれば，通常の教育や訓練によって変えることができる。
　（3）代替パラダイムの必要性。パラダイム転換のためには，新しいパラダイムが創造され，しかもそれが具体的な見本
例として提示されていなければならない。あるパラダイムを信奉している人々にとってパラダイムを通じてのみ照射さ
れる世界のみが実在の世界である。パラダイムの喪失は世界の喪失を意味するのである。…パラダイムは抽象的なコン
セプトによってではなく，実体のある見本例を通じて人々の間に受け入れられていくのである。
　（4）共約不可能性。…異なったパラダイム間での論理的な説得は極めて難しい。…パラダイム間の共約不可能性から必
然的に生じるのは企業内の政治的混乱である。新しいパラダイムが古いパラダイムに取って変わるプロセスは，政治的
な権力交代と緊密な関わりをもつのである。
　（5）集団圧力。集団の内には，その集団の規範やそれを支えるパラダイムを維持し，そこからの逸脱を抑制しようとす
る圧力が働く（Janis，1972）。…パラダイムが強く共有されている集団の内では，それに反する考えや意見を表明するこ
とは極めて難しいのである。
　（6）政治的プロセス。パラダイム転換には複雑な政治的なプロセスが付きまとうということである。これは，パラダイ
ムの共約不可能性に由来する。…どのパラダイムが支配的なものになるかは組織内部の政治プロセスに依存しているの
である。この政治的プロセスを制御するのは容易ではない（192⊖195頁）」である。
12　帰属理論とは次のとおりである。我々は身の周りに起こる事象を解釈し，人や事物の特性を推測することで将来の出
来事を予測し，自己の態度・行動を決定する。その際に鍵となるのが，「なぜ，ある出来事が生じたのか？」という因
果関係についての推論である。この因果関係についての推論は原因帰属と呼ばれ，我々の感情や行動計画に強い影響を
及ぼすといわれている。その際の流れは「事象の観察→事象の符号化・ラベルづけ・カテゴリー化→原因の帰属→属性
の推測・感情・評価→将来の予測」というプロセスである（外山，1989）。
13　Lippitt, et al.（1958）は，次のように述べている。「システム内の下位部分に，またはシステムの外部環境とのあいだに
相互依存性が存在することは，それだけを取り出して検討に値するほど変革ということに対して大きな意味をもってい
る。…そのうえ，また相互依存性は抵抗力の源泉ともなるのである。…事実上ここでの問題は，変革のための最適な単
位を決めることである。もしある下部組織が与えられた課題に立ち向かっていくには小さすぎるなら，その下位部分を
含んでいるより大きなシステム，あるいはその下位部分が関係している同レベルの下位部分など外部から生じる抵抗力
のために，その変革は不可能になるだろう。変革の単位が非常に大きく，直接的に変革過程に巻き込まれていない自律
的な下部システムを含んでいる場合には，システム内部に生じる抵抗のために変革は不可能になる。…次に述べるのは
いずれも，変革力かあるいは抵抗力を生じるメカニズムである。
　　①期待：２人以上からなるシステムにおいて，１人の成員あるいは１つの集団が，他の成員や集団に関して持つ期待は，
行動の重要な決定因として作用する。人々は他の人たちから期待されているとおりのことを行うものである（そのパター
ンからはずれない）。さまざまな欲求の同時的満足：あるシステムに特徴的な多くの行動パターンは，そのシステムに
とって多くの意味をもっている。②脅威にさらされた場合の傷つきやすさ：あるシステムあるいは下部組織が，他のシ
ステムや下部組織に依存していればいるほど，その相手が健全でしかもこちらに好意をもっているかどうかを知りたい
と思う。依存関係にある一方は，他方がその役割を果たすことが不可能であるとか，あるいは利己的な目的のために自
分たちを悪用しようとしているとかというような兆候があれば，脅威を感じるのである。…提案された変革がクライエ
ント・システムのある下位部分を犠牲にすることによって，他の部分に利益を約束するようにみえるとき，抵抗が生じ
る（p. 77，邦訳84⊖85頁）」。
　　さらに抵抗力の説明として次のように述べている。「抵抗力：変革力を検討した際には，変革過程の当初に存在する
ものと，変革計画が実施に移されたのちではじめて出現するものとを区別した。抵抗力に関しては，このような区別は
あまり有用でないように思われる。種々のタイプの抵抗が，変革過程の当初に，その途中に，また当初と途中のどちら
にも出現する。ある主の抵抗は変革過程の初めのほうで出現するし，またある種のものはあとで出現するけれども，ど
の段階で出現するものも比較するには数が少なすぎるので，別々に分けて検討することはできない。変革力の場合と同
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様，抵抗力も変革計画が始まってしばらくした後で強さを増すということは，注目に値する。したがって，ある時期に
おいては，変革力と抵抗力の葛藤は，解決の方向へまっすぐ進んでいないようにみえるであろう。むしろ両方向の力が
強まるにつれて，葛藤も強まるのである。しかしながら，結局は，「がんばりとおし」て抵抗の力を弱めるか，峠を乗
り越えて変革力を強めること成功することによって突破されるであろう。変革過程の初期に最も起こりやすい抵抗の形
態は，どんな変革であってもすべて反対というものである。これは，恐れと無知の組み合わせから生じることが多い。
…抵抗の根拠となる最もありふれた考えは，現存の満足にしがみつくという考えであろう。これには，全体としてのク
ライエント・システムがいままでなれ親しんできた満足な形態を断念しようとしない場合だけでなく，既得の利害関係
をもった下位部分が，現状から利益を得ていることを知っており，いままで同じようにやっていきたいと望んでいる場
合も含まれる（pp. 83­86，邦訳91⊖95頁）」。ただし，彼らは，抵抗がクライエント・システムとチェンジ・エージェン
トとの関係に起因する場合あることを提示している（pp. 84⊖85，邦訳93⊖94頁）。
　　また，彼らは，抵抗と類似的な用語である「妨害（interference）」について次のように述べている。「われわれは，変
革目標から逸脱させる方向にはたらく力を抵抗と定義しておいた。しかしときには，変革過程が，反対する力のためで
はなく競争する力のために困難な状態に陥ることがある。例えば，新しい市庁舎を建てようという提案が市庁舎の建設
そのものに対する反対のためではなく，新しく学校の校舎を建てることのほうがより緊急であるという理由によって賛
同を得られないことがある。これらは互いに無関係であり，それぞれの計画は，それ自体の変革力と抵抗力を含んでい
るということができる。…（資金要求以外は無関係だが）市庁舎建設計画のとりやめは，主として後者の建設が必要であ
るという信念，すなわち「外在的」考慮に動機づけられる。それ自体に直接関係しないで変革目標に進むことを妨げる
このような諸力は「妨害」と呼ばれる。この妨害は，クライエント・システムの持っている時間，資金，あるいはエネ
ルギーが不十分な場合，最も問題になりやすい。クライエント・システムが競合する目標のあいだで選択しなければな
らないということから起こる（pp. 86⊖89，邦訳95⊖99頁）」。
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Survey of Studies in Hindrance (Resistance) to Organizational Change:
Focus on its Factor, Mechanism, Elimination. (the first half )
Yoichi Matsuda
Abstract
　Organizational change is important topics in organizational behavior. 
　This paper aims to survey of studies in hindrance (resistance) to organizational change. Especially, we 
focus on its factor, mechanism, and elimination. And so, suevey previous studies from viewpoint of ①macro 
organizational theory’s arguments, ②micro organizational theory’s arguments, ③ social psychology theory’s 
arguments, ④consultan’s suggestion.
　To be continned sequel. (the second half )
